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I. 総則

第１条：適用範囲

1.1	 国際バカロレア機構（以降、その関連団体も含めて「ＩＢ機構」と称する）は、

国際的な教育のために、初等教育プログラム（ＰＹＰ）、中等教育プログラム

（ＭＹＰ）、ディプロマプログラム（ＤＰ）	およびキャリア関連プログラム（ＣＰ）

という４つのプログラムを策定・提供している団体である。本機構は、これら

４つのプログラムの１つ以上を生徒（「ＩＢ資格取得志願者」:	以降、「志願者」

と称する）に対して実施するＩＢワールドスクール（以降、「学校」と称する）を

認定する。

1.2	 本資料は、ＤＰを実施するＩＢワールドスクールとしての認定を受けた学校に適

用される一般規則を説明するものであり、学校、志願者、およびその法的保護者

を対象としている。本資料における「法的保護者」とは、ＤＰに登録された志願

者の保護責任を有する親および個人を意味する。志願者が法定年齢に達している

場合は、本資料で規定されている学校の法的保護者に対する義務が、当該志願者

に対しても適用される。

1.3	 ＩＢ機構は、大学入学前の 16 ～ 19 歳の生徒を対象とするプログラムとして、

ＤＰを策定した。ＤＰは、中等教育の最後の２年間に実施され、プログラムを構

成している科目や要素についての「国際バカロレアのディプロマ」（以降、「ＩＢ

ディプロマ」と称する）または「ディプロマプログラムのコース修了証」（DP 

Course Results）（以降、「ＤＰコース修了証」と称する）を取得できるように構成

されている。

1.4	 本資料は、学校に対してその役割と責任を示し、また志願者と法的保護者に対し

てＩＢ機構やＤＰに関する情報を提供するために策定されている。

第２条：学校の役割と責任

2.1	 学校は、本資料『General regulations: Diploma Programme（一般規則 :ディプロマプロ

グラム）』（以降、「本資料」と称する）の条項のほかに、別資料として提供されて

いる『Rules for IB World Schools: Diploma Programme（ＩＢワールドスクールのための

規則：ディプロマプログラム）』、さらにＩＢ機構から学校に提供されるＤＰコーディ

ネーターと教師のための『Handbook of procedures for the Diploma Programme（ＤＰ手

順ハンドブック）』（以降、「ハンドブック」と称する）に記載された運営要件に従わ

なければならない。

2.2	 ＩＢ機構は教育機関ではなく、志願者に対する教育は行わないため、ＤＰは、ＩＢ

ワールドスクールによって実施・指導される。学校は、ＩＢ機構から完全に独立

していて、ＤＰのコースを教室のみで提供するか、ＩＢ機構の認定したオンライ
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ンコース提供業者のオンラインコースと教室のコースを組み合わせて提供する

かにかかわらず、ＤＰの実施と指導の品質に対する責任を負う。

2.3	 学校は、ＤＰの全般的な特徴と学校による実施方法について、志願者と法的保護

者に知らせる責任がある。さらに、ＩＢ機構が提供する評価サービスとＤＰに適

用される規則や禁止事項についても、志願者と法的保護者に知らせなければなら

ない。

2.4	 ＩＢ機構は、学校がＤＰを提供する能力とその意志を維持することは保証できな

い。このため、学校が何らかの理由でＤＰの実施認定をＩＢ機構から取り消され

た場合、または学校がＤＰの実施認定を打ち切ると決めた場合も、学校が志願者

と法的保護者に対する全責任を負う。

2.5	 ＩＢ機構は、ＩＢディプロマまたはＤＰコース修了証の授与につながるカリキュ

ラムと評価要件を策定し、その授与を行う唯一の組織である。ＩＢディプロマま

たはＤＰコース修了証は、本資料の規則とハンドブックの運営要件に従って評価

要件を満たした志願者のみに授与される。学校は、ハンドブックに記載された試

験セッションの詳細、期日、手順を順守しなければならない。

2.6	 学校は、志願者がＤＰの評価要件をすべて満たしていることを確認する責任を負

う。志願者がこれらの要件を満たしていない場合、当該科目や当該要件の成績は

授与されない。

2.7	 ＩＢディプロマを取得するには、志願者は、ＤＰの実施認定を受けた学校で、ま

たはＩＢ機構の認定したオンラインコース提供者を介して、ＤＰの学習と評価の

課程に従わなければならない。さらに、ＩＢディプロマでは、科目要件のほかに、

やはり評価対象となる「課題論文」と「知の理論」、および「創造性・活動・奉

仕」と呼ばれる取り組みが無事終了すること（以降、「ＣＡＳ」と称する）といっ

たさらなる要件を満たすことも要求される（これらは総称して「コア」と呼ばれ

ている）。

2.8	 志願者は、選択した１つ以上の科目やコア要素の学習と評価の課程に従うこと

で、ＤＰコース修了証を付与される。ＤＰの科目では、通常、内部評価と外部評

価が行われる。

2.9	 学校は、ＤＰコーディネーターを指名する責任がある。ＤＰコーディネーターは、

学校内のＤＰの実施を管理し、５月と 11 月の筆記試験の期間中および成績の通

知時に必ず勤務し、すべての志願者が成績を受け取ったことを確認しなければな

らない。また、学校は、成績が志願者に通知された後、志願者を代理して成績照

会サービスをリクエストしたり、必要に応じて次回の試験セッションに登録した

りする担当者に連絡できるようにしなければならない。この担当者は、コーディ

ネーターまたはそれ以外の者とすることができる。

2.10	 学校は、これから行われる試験セッションのためにＩＢ機構が用意する試験資材

と問題用紙を安全に保管する責任を負う。これらの資材の安全な保管手順が守ら

れなかった場合、学校は、ＩＢの学校支援サイト「ＩＢアンサー」を介して直ち
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にＩＢ機構に通知しなければならない。学校は、その状況について報告書と他の

関連情報をＩＢ機構に提出し、また調査と対応にあたるＩＢ機構に適宜協力しな

ければならない。

第３条：志願者と法的保護者

3.1	 本資料かハンドブックに他の記載がないかぎり、志願者や法的保護者は、ＩＢ機

構に連絡する際、学校のＤＰコーディネーターを介して連絡しなければならな

い。志願者や法的保護者が、ＤＰの全般的な特徴、運営、学校による実施方法につ

いて質問する場合は、学校のＤＰコーディネーターに提起しなければならない。

3.2	 ＩＢディプロマやＤＰコース修了証を取得するには、志願者は、プログラム期間

の２年以内、もしくは科目を再履修する場合はその延長期間内に、すべての要件

を満たさなければならない。

3.3	 志願者は、ＤＰへの参加期間中、責任のある倫理的な行動をとらなければならな

い。そうした行動は、ＩＢ機構が独自の裁量で決定し、これには学問的不正行為

（第 20 条の定義による）に従事しないことが含まれる。また、試験の時点で、学

校に費用を納め、規則を守っていなければならない。

3.4	 ＩＢ機構は、志願者がＤＰの評価要素に関して無責任または非倫理的な行動を

とった場合、その要素の評価用提出物の採点やモデレーションを拒否する権限を

保有する。そうした行動は、ＩＢ機構が独自の裁量で決定し、これには学問的不

正行為に従事すること、評価の内容に無関係な冒涜的または卑猥な素材を含める

ことなどが含まれる。そのような場合は、無責任または非倫理的な行動のために

採点やモデレーションが行われなかった評価要素の一部または全部に対して採

点をゼロとする権限を、資格授与委員会（第 16 条の定義による）が保有する。

第４条：機会均等の表明

4.1	 ＩＢ機構は、すべての児童生徒に対して、ＩＢワールドスクールを通じてＩＢプ

ログラムを提供している。いかなる児童生徒も、法律で禁止されているように、

人種、国籍、出身国、民族、文化、性別、年齢、性的指向、宗教、政治的信念、

身体障害、そのほか個人的特徴を理由として、ＩＢ機構から排除されることはな

い。学校は、この規則に従って、ＩＢのこの立場を可能にするための義務を果た

さなければならない。

4.2	 ＩＢ機構は、学校とＩＢ機構が定めた学問的な要件を満たし、ＩＢの試験セッ

ションの費用を支払って登録したすべての志願者に対して、ＩＢワールドスクー

ルを通じて評価を提供している。いかなる児童生徒も、法律で禁止されているよ

うに、人種、国籍、出身国、民族、文化、性別、年齢、性的指向、宗教、政治的

信念、身体障害、そのほか個人的特徴を理由として、ＩＢ機構から排除されるこ
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とはない。学校は、この規則に従って、ＩＢのこの立場を可能にするための義務

を果たさなければならない。ＩＢ機構は、志願者が評価に参加できるようにする

ため、あらゆる合理的な努力や配慮、また法律で要求される可能性のある努力や

配慮を行う。

第５条：ＩＢディプロマに対する認識

ＩＢ機構は、中等教育の修了や高校卒業の資格の根拠、また大学や他の高等教育機関へ

の入学の資格の根拠としてＩＢディプロマが広く認識・受理されるようにするため積極的

に活動しているが、個々の教育機関や国の当局が定める要件は、ＩＢ機構の手の届かない

ところで変更されている。このためＩＢ機構は、個別の大学や国の関連当局からＩＢディ

プロマやＤＰコース修了証が認められるかどうかは保証しておらず、大学や国の関連当局

による認識に変更があったとしても、その結果に対する責任を負わない。したがって、志

願者と法的保護者は、志願を検討している大学や他の高等機関の入学要件を確認する全責

任を負う。

第６条：志願者が作成する成果物の所有権と知的財産権

6.1	 志願者が作成する種々の形式の成果物は、評価要件の一部としてＩＢ機構に提出

される。こうした評価のための成果物（以降、「成果物」と称する）には、あら

ゆる形式の著作物、視聴覚資料、コンピュータープログラム、データなどが含ま

れ、場合によっては志願者の画像や音声が含まれることがある。

6.2	 志願者は、評価目的で提出したすべての成果物の著作権を保有するが、それらの

成果物を提出することにより、第 6.4 条の適用範囲内で、当該国や地域の著作権

保護期間にわたって、以下の非独占的・全世界的・無償ライセンスをＩＢ機構に

付与することになる。評価、教育、研修、およびＩＢ機構の活動やＩＢ機構が認

定する活動に関連したプロモーションを目的として、提出された成果物を複製す

るためのライセンス、視聴覚資料に志願者の画像や音声が含まれている場合はそ

れらを使用するためのライセンス、さらに評価目的で行われたあらゆる媒体の音

楽演奏を複製するためのライセンス。これらのライセンスは、ＩＢ機構への提出

日より有効となる。

6.3	 ＩＢ機構は、評価以外の目的でこれらの成果物を使用する際、成果物を特定の必

要性のために改変、翻訳、変更することがあり、またほとんどの場合は、印刷や

電子形式で発行する前に匿名化する。発行の目的が成果物の水準の高さに焦点を

あてることである場合は、提出した志願者と学校を特定することがあり、その場

合は学校に事前に通知する。学校は、提出した志願者に通知する。

6.4	 特別な事情がある場合は、志願者や法的保護者が要請することにより、志願者の

成果物を評価以外の目的で使用するための第 6.2条で言及されたライセンスの一
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部を、特定の成果物について取り消すことができる。その場合は、ハンドブック

に記載された手順に従ってＩＢ機構に通知しなければならない。志願者は、学校

のＤＰコーディネーターに書面通知を提出し、ＤＰコーディネーターは、ハンド

ブックに記載された期日までにＩＢ機構に通知する義務がある。この場合、ＩＢ

機構は、第 6.5 条に従って当該成果物を評価目的にのみ使用する。

6.5	 ＩＢ機構は、成果物が評価目的で提出された際に付与されるライセンスに基づい

て、当該成果物を電子的にスキャンし、保管し、またあらゆる媒体で複製するこ

とにより、試験官、モデレーター、または評価プロセスとその後の不服申し立て

にかかわる者（第三者業者やサービス提供者を含む）に成果物を送れるようにす

ることができる。また、成果物は、試験官の研修でも使用されることがある。志

願者の成果物を評価以外の目的で使用するためのライセンスの一部を志願者が

取り消した場合は、当該成果物がＩＢ機構の発行物に掲載されたり商業目的やプ

ロモーション目的に使用されたりすることはない。

6.6	 評価のために提出された成果物やその複製物は、学校内の教師によって内部評価

されるか（評点はモデレーションの対象となる）、ＩＢの試験官によって外部評価

される。学校か第三者かなど、評価期間中に成果物やその複製物が保持される場

所にかかわらず、成果物やその複製物は、常にＩＢ機構の代理として保持され、

また適用されるプライバシー関連法規に則って保持される。

6.7	 評価のためにＩＢ機構に提出された成果物とその複製物は、ＩＢ機構の所有物と

なる。ＩＢ機構は、成果物を評価した後、記録管理の目的で成果物を保持するか、

必要性と法的義務に従って最終的に破棄する権利を保有する。

6.8	 志願者は、外部評価された成果物とその試験答案の返却を要請することができ

る。ただし、その要請は、５月セッションの場合は同年の９月 15 日までに、11 月

セッションの場合は翌年の３月 15 日までに提出されなければならない。いずれ

の場合も、要請が有効と見なされるには、ハンドブックの手順に従って学校の

ＤＰコーディネーターから提出されなければならない。

第７条：志願者のデータの使用

a.	 本資料における「志願者のデータ」とは、単独または氏名、住所、メールア

ドレス、生年月日、電話番号、金融関連情報、評価結果、成果物、画像、音

声、心身の健康情報などと組み合わせることで志願者を特定したり特定を可

能にしたりする、志願者についてのあらゆる情報またはデータを指す。

b.	 ＩＢ機構は、世界各地で事業展開していて、個人データ、個人情報、プライバ

シーに関するさまざまな法的要件に従う必要があるため、志願者のデータの

保護は全世界で統一的に管理している。学校は世界各地にあり、それぞれの

所在国において、志願者のデータの保護やプライバシーに関する法規制に従

う必要がある。このため学校は、志願者のデータに関係する当該国のデータ
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保護法やプライバシー関連法を順守し、それらの法律の順守にあたってＩＢ

機構と協力することを、ＩＢ機構に対して表明し保証する。

c.	 ＩＢ機構は、学校に適用されるデータ保護法やプライバシー関連法を学校が

順守しているかどうかについて責任を負わない。また、学校は、データ保護

法やプライバシー関連法に関係して志願者や法的保護者が法的手段に訴え

た場合にも、ＩＢ機構を免責することを約束する。

d.	 学校は、適用される可能性のあるすべてのデータ保護法やプライバシー関連

法に則って志願者のデータの収集、処理、およびＩＢ機構との共有を行うこ

とを、ＩＢ機構に対して表明し保証する。学校は、下記の第 7.1 条（ｆ）項

に示した目的で志願者のデータを処理することについて志願者または法的

保護者から明示的な同意を求めることを、適用されるデータ保護法やプライ

バシー関連法で要求される範囲内で約束する。

e.	 学校は、下記の第 7.1 条（ｆ）項に示した目的で収集した志願者のデータを

その目的のためにのみ使用または処理することを、当該国の適用法で要求さ

れる範囲内で約束する。さらに、志願者のデータを不正または違法な処理、

過失による損失、破壊、損傷、改変、開示から守るために適切な技術的・組

織的な措置を講じたこと、および志願者のデータを取り扱う職員全員の信頼

性と法律の順守を確認するために合理的な措置を講じたことを、適用法で要

求される範囲内で約束する。

f.	 志願者のデータは、以下の目的で使用されることがある。

・	ＤＰに志願者を登録し、志願者と学校のためにＤＰとその要件を管理する

ため。これには、評価に際して配慮が必要かどうかを見極めるための個人

の機密データが含まれる。

・	志願者と学校に対してＤＰの支援とサービスを提供するため。具体的に

は、ウェブサイトのサービス、オンラインフォーラム、評価サービスと評

価に際しての配慮、志願者に対するオンラインコースの提供、さらに志願

者と学校が高等教育機関（大学または高等教育機関の入学許可に携わる行

政当局など）に情報提供する際の支援が含まれる。

・	ＩＢ機構の使命に関する調査と統計分析のため。これには、評価と結果に

ついての調査やＤＰの有効性の調査が含まれる。

・	ＩＢ機構の宣伝とプロモーションのため（現役生や卒業生のネットワー

ク、およびソーシャルメディアのプラットフォーム）。

・	教育や訓練のため、および商業目的や他の適切な目的のため。

・	志願者や学校との取引を実行し処理するため。

・	法令、規則、報告、および /または法律にかかわる義務を履行するため。

g.	 学校は、学校やＩＢ機構が上記の目的で志願者のデータを最初に収集した国

から他の国に転送する可能性があることを志願者または法的保護者に完全

かつ十分に知らせ、また明示的な同意を求めることを、データ保護法やプラ
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イバシー関連法で要求される範囲内で約束する。転送先は、データを最初に

収集した国と比べて十分で、適切な、すなわち同等なレベルのデータ保護が

存在しない国である可能性や、また場合によっては第三者である可能性もあ

る。学校は、志願者のデータが転送される可能性のある第三者について、適

用法で要求される範囲内で志願者に知らせる。ＩＢ機構に関係する第三者に

は、学校、認定されたオンラインコース提供者、高等教育機関（大学または

高等教育機関への入学許可に携わる行政当局など）、教育分野の省庁、評価

サービス提供者（試験官、モデレーター、第三者業者、評価プロセスとその

後の不服申し立てにかかわる者など）、さらにＩＢ機構の請負業者が含まれ

る。学校は、すべてのデータ転送に際し、国際データ転送とその後のデータ

転送を統制している要件を順守することを確認する。また、学校からＩＢ機

構に転送されるあらゆる志願者のデータが上記のように転送される可能性

があり、それが志願者のプライバシーやデータ保護権を侵害するものではな

いことを、ＩＢ機構に対して表明し保証する。

h.	 志願者や法的保護者は、志願者や学校に適用されるデータ保護法やプライバ

シー関連法で認められる範囲内で、学校が自分についてどのような性質の

データを処理しているかについて問い合わせることができる。学校は、現地

の法的要件に従って、志願者や法的保護者がその要請を学校に送れるように

することを約束する。また、ＩＢ機構が志願者や法的保護者から志願者の

データに関する要請を受け取った場合は、学校が、ＩＢ機構に対して完全な

る協力と支援を提供することを約束する。

II. ディプロマプログラム

第８条：ＩＢディプロマの内容と要件

8.1	 ＩＢディプロマの志願者は、６科目とコアの評価要件を満たさなければならな

い。上級レベル科目すべて、コア、そして少なくとも１つの標準レベル科目は、プ

ログラムの２年間を使って履修されなければならない。場合によっては、１科目

か２科目の標準レベル科目を１年目に履修し、その年度末に単
ア ン テ ィ シ ペ イ テ ィ ッ ド

年度単科履修科目

として評価することができる。さらに、必要であれば、標準レベルの１科目を１

年目、標準レベルのもう１科目を２年目に履修し、それぞれの年度末に評価要件

を満たすこともできる。「初級外国語」（ab initio）とパイロット科目は、プログラ

ムの２年間にわたって継続的に指導される必要がある。

8.2	 ６科目は、当該試験セッションのハンドブックに従って、６グループから選択し、

うち少なくとも３科目か４科目を上級レベル、それ以外を標準レベルとしなけれ

ばならない。推奨指導時間は、上級レベルのコースが 240 時間、標準レベルが

150 時間である。
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8.3	 ＩＢディプロマプログラムの志願者は、これら６科目に加えて、以下のコアの要

件を満たさなければならない。

a.	「知の理論」のコースとその評価要件。ＩＢ機構は、ＤＰの２年間で最低 100

時間の指導を推奨している。

b.	「ＣＡＳ」の取り組み。ＩＢ機構は、要件となっている組み合わせで最低 150

時間取り組むことを推奨している。

c.	「課題論文」。選択できる科目から選び、評価用に提出する。ＩＢ機構は、志

願者が約 50 時間取り組むことを推奨している。

8.4	 ＩＢディプロマの６科目以上に科目（またはコアの要件）を履修しても、ＩＢディ

プロマの取得に使用することはできない。

8.5	 学校は、「課題論文」を提出する志願者が学校で教師の監督を受けていることを

確認する。その教師は、志願者が選択した科目において資格や経験を有し、かつ

ＤＰに精通していなければならない。志願者の親族や、当該校の教師でない者が

監督者になることはできない。

8.6	 ＩＢディプロマの志願者は、当該試験セッションで選択できる科目としてハンド

ブックに記載されているＤＰの科目から１つを選んで、「課題論文」に登録しな

ければならない。学校から助言と承認を受けているかぎり、「課題論文」に選択

する科目は、志願者が履修している６科目のいずれかでなくてもよい。

8.7	 グループ２の「課題論文」は、「言語の習得」の学習者のために設けられている。

グループ１の言語でグループ２の課題論文を提出することはできない。

8.8	 「課題論文」の成績を上げるために再履修する志願者（第 11.4 条の定義による）

は、改訂または新規に執筆した課題論文を提出することができる。成績が上がら

なかった場合は、最初に提出した課題論文の成績が有効となる。新しく執筆する

場合は、以前と同じＤＰの科目または別の科目で登録できる。

8.9	 ＩＢ機構は、新しい科目の開発の目的で試験的に実施する「パイロット科目」を

提供することがある。パイロット科目は、限られた学校が提供し、シラバスの内

容と評価方法がシラバスの実施期間中に変更になる可能性があるという理解に

基づいて実施する。パイロット科目は、プログラムの２年間にわたって継続的に

指導されるものとし、このため単
ア ン テ ィ シ ペ イ テ ィ ッ ド

年度単科履修科目として扱うことはできない。

グループ１、２、３、４のパイロット科目は、バイリンガル IB ディプロマ（第

14.2 条の定義による）の取得に使用することができる。

8.10	 学際的な科目は、１科目で２グループの要件を満たす。第8.4条に従ってＩＢディ

プロマの６科目の要件を満たすには、さらに１科目を選択する必要がある。追加

する１科目は、その学際的科目が属するグループを含め、どのグループからでも

選択できる。学際的科目は、バイリンガルＩＢディプロマの取得に使用すること

ができる。
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8.11	 学校は、独自のニーズと指導のリソースに応じた学校ベースのシラバス（以降、

「ＳＢＳ」と称する）を策定することができる。これは、ＩＢ機構と協議したうえ

で開発され、ＩＢ機構によって承認される。ＳＢＳは、標準レベルでのみ提供す

ることができ、また２回の試験セッションに生徒を登録したことのある学校だけ

が提供できる。指導開始前にＩＢ機構から承認されなければならず、また定期的

なレビューの対象となる。さらに、ＳＢＳは、グループの規準に応じて、グルー

プ２、３、４、６の科目の代替として認定される可能性がある。その場合は、両

方ではなくいずれかのグループの要件を満たすために、その科目を履修できる。

ＩＢディプロマを取得する目的で１人の志願者が複数のＳＢＳ、またはＳＢＳと

パイロット科目１つずつに登録することはできない。ＳＢＳは、バイリンガル

ＩＢディプロマの取得に使用することはできない。

8.12	 高等教育機関に入学するための特別な条件としてＩＢディプロマ志願者が現行

のハンドブックの規定とは異なる科目を修了しなければならない場合、志願者

は、ＤＰコーディネーターによってＩＢ機構に提出される大学志願用証拠書類に

合理的な範囲の代用をすることが認められる場合がある。これは、「ノンレギュ

ラー・ディプロマ」と呼ばれ、科目の組み合わせはＩＢ機構から承認されなけれ

ばならない。

第９条：ディプロマ単科履修（コース）志願者

9.1	 科目を学習して評価を受けるがＩＢフルディプロマを取得しない志願者は、ディ

プロマ単科履修（コース）志願者（以降、「ＤＰ単科履修志願者」と称する）と

呼ばれる。ＤＰ単科履修志願者が選択する科目はＤＰコースと呼ばれ、「知の理

論」、「課題論文」、「ＣＡＳ」プログラム修了のコア要件を選択することもでき

る。ＤＰ単科履修志願者は、ＤＰコース修了証（ＤＰＣＲ）を受け取る。「知の

理論」と「課題論文」の成績はＤＰコース修了証に記録され、また該当する場合

は「ＣＡＳ」の修了も記録される。

9.2	 ＤＰ単科履修志願者は、ＤＰのコア要件である「課題論文」を同一セッション中

に１つ以上登録することができる。ＩＢディプロマ志願者は、ＤＰ単科履修志願

者として２つ目の「課題論文」を登録できるが、これは特別な理由で必要とされ

る場合に限られる。どちらに登録している志願者も、「知の理論」と「ＣＡＳ」を

同一セッション中に複数登録することはできない。

9.3	 ＤＰ単科履修志願者が選択する科目やコア要件は、後にＩＢディプロマの取得に

使用することはできない。

9.4	 ＩＢディプロマ志願者に適用される「知の理論」、「課題論文」、「ＣＡＳ」の規則

と手順は、ＤＰ単科履修志願者にも適用される。
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第 10 条：使用言語

10.1	 ＤＰのグループ３、４、５、６の科目の試験と他の形式の評価は、英語、フラン

ス語、スペイン語の使用言語のいずれかで執筆しなければならない（特定科目で

は、ドイツ語も使用言語とされている）。「知の理論」と「課題論文」の評価用成

果物も、やはり英語、フランス語、スペイン語のいずれかで提出されなければな

らないが、ただしグループ１と２の科目で「課題論文」を選択した場合は、その

科目の言語で執筆されなければならない。「ラテン語」と「古典ギリシア語」（グ

ループ２）の「課題論文」は、英語、フランス語、スペイン語のいずれかで執筆

しなければならない。

10.2	 グループ３と４の一部のＩＢプロジェクト、および「知の理論」と「課題論文」

の試験と他の形式の評価は、英語、フランス語、スペイン語以外の言語で執筆す

ることが認められる場合がある。第 13条の条件を満たしていれば、これはバイリ

ンガルＩＢディプロマの取得に使用することができる。ＩＢ機構は、これらのプ

ロジェクトで英語、フランス語、スペイン語以外の言語をメインストリームとし

て扱い、通知を行ったうえですべての志願者の使用言語とする権利を保有する。

10.3	 同じ科目のすべての評価要素で、終始同じ使用言語を使用しなければならない。

ただし、同じ科目を再履修するにあたり、次の試験セッションのその科目では希

望する使用言語が選択できない場合は、前の試験セッションの内部評価が持ち越

され、結果的に同じ科目で複数の使用言語が使用されることがある。

III. 評価

第 11 条：志願者の登録

11.1	 志願者の登録とは、志願者がＤＰの評価に申し込むことを指す。登録手続きは、

セキュリティ保護のかかったウェブベースサービスであるＩＢインフォメー

ションシステム（ＩＢＩＳ）を使用して、ＤＰコーディネーターが行う。他の方

法で志願者を登録することはできない。志願者が自分で試験セッションに登録し

たり、すでに登録された情報を変更したりすることはできず、また法的保護者が

志願者のために登録や登録変更をすることもできない。

11.2	 ＩＢディプロマまたはＤＰコース修了証の志願者は、学校を介して特定の試験

セッションに登録し、要件とされるコースの指導と評価をその学校で受けなけれ

ばならない。学校は、志願者の登録要件を満たし、期日までにしかるべき費用を

支払わなければならない。志願者が試験セッションに正しく登録されたことを確

認する全責任は、学校が負う。

11.3	 学校は、ＤＰの実施認定を受けている他のＩＢワールドスクールからの外部志願

者を受け入れることができるが、ただしこれは、その志願者が普段通学している
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学校が特定のＩＢ科目を提供していないことが条件となる。この場合も、その志

願者の指導責任と管理責任はすべて、その志願者をＤＰの試験セッションに登録

した学校、またはこれから登録する学校が負う。ＩＢ機構から助言されたのでな

いかぎり、その生徒を両方の学校で登録してはならない。同様に、再履修の志願

者の場合も、その生徒を登録した学校が指導責任と管理責任をすべて負わなけれ

ばならず、他の学校に委任することはできない。ＩＢ機構の認定したオンライン

コース提供業者のオンラインコースを履修する志願者には、現行のハンドブック

の規定が適用される。

11.4	 登録には、以下のカテゴリーがある。

a.	 単
ア ン テ ィ シ ペ イ テ ィ ッ ド

年度単科履修：標準レベルの１科目または２科目（「初級外国語」（ad initio）

とパイロット科目を除く）の要件を、ＤＰ１年目の終了時点で満たすことを

目指す志願者

b.	 ディプロマ：ＩＢディプロマの取得要件を満たすことを目指す志願者

c.	 コース：ＩＢディプロマの取得を目指さず、科目やコア要件を履修する志願者

d.	 再履修：成績を上げることを目指す、以前のＩＢディプロマ志願者

11.5	 ＩＢディプロマ志願者が特定科目の成績を上げるために再履修する場合は、その

科目またはコア要件で付与される最も高い成績がＩＢディプロマの取得に使用

される。同様に、単
ア ン テ ィ シ ペ イ テ ィ ッ ド

年度単科履修志願者がそのＩＢディプロマセッション中に同

じ科目を再履修する場合も、通常は最も高い成績がＩＢディプロマの取得に使用

される。

第 12 条：成績

各科目の成績は、７点（最高）から１点（最低）の範囲で評価される。「知の理論」と

「課題論文」の成績は、Ａ（最高）からＥ（最低）の範囲で評価される。「ＣＡＳ」の要件

は評価されない。ＩＢディプロマの場合は、「知の理論」と「課題論文」の合計で最高３点

が付与される。ＤＰの最高点は、合計 45 点である。

第 13 条：ＩＢディプロマの授与

13.1	 ＩＢディプロマを取得するには、６科目と他のディプロマ要件の評価要素をすべ

て修了しなければならない。ただし、本資料の第 18 条と第 19 条に記載された条

件にあてはまる場合は例外となる。

13.2	 ＩＢディプロマは、以下の要件をすべて満たした志願者に授与される。

a.	「ＣＡＳ」の要件を満たした。

b.	 合計点が 24 点以上に達した。

c.	「知の理論」、「課題論文」、または対象科目のいずれにも「Ｎ」の評価がな

かった。
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d.	「知の理論」と「課題論文」のいずれにも「Ｅ」の評価がなかった。

e.	「１」の成績を受けた科目（ＨＬまたはＳＬ）がなかった。

f.	「２」の成績を受けた科目（ＨＬまたはＳＬ）が２科目以内だった。

g.	「３」以下の成績を受けた科目（ＨＬまたはＳＬ）が３科目以内だった。

h.	 ＨＬ科目で合計 12 点以上に達した（ＨＬを４科目登録した志願者の場合は、

最も高かった３科目の評点を合計する）。

i.	 ＳＬ科目で合計９点以上に達した（ＳＬを２科目登録した志願者の場合は、 

ＳＬ科目で合計５点以上に達しなければならない）。

j.	 資格授与委員会から学問的不正行為の処分を受けなかった。

13.3	 ＩＢディプロマの取得要件を満たすために受けることのできる試験セッション

は、最高３回である。これらの試験セッションは、連続していなくてもよい。

第 14 条：成績の形式

14.1	 ＩＢディプロマの取得要件を満たしたＩＢディプロマ志願者は、ＩＢディプロマ

と「ディプロマプログラム（ＤＰ）修了証」と題された書類を受け取る。ＤＰ成

績には、ＩＢディプロマの合計点、科目ごとの成績、「ＣＡＳ」の要件をすべて

満たしたことを示す修了証、さらに「知の理論」と「課題論文」で付与された評

点と個別の成績が記載される。

14.2	 バイリンガルＩＢディプロマは、以下の規準のいずれかまたは両方を満たした志

願者に授与される。

a.	 グループ１で２言語を選択し、その両方で「３」以上の成績を取得した。

b.	 グループ１の選択言語とは異なる言語でグループ３か４の１科目を修了し、

グループ１の選択言語とそのグループ３か４の科目の両方で「３」以上の成

績を取得した。

14.3	 ＩＢディプロマの取得要件を満たさなかったＩＢディプロマ志願者は、ＤＰコー

ス修了証を受け取る。これには、科目ごとの成績、「知の理論」と「課題論文」の

成績、および「ＣＡＳ」の要件をすべて満たしたことを示す修了証が適宜記載さ

れる。

14.4	 ＤＰ単科履修志願者は、ＤＰコース修了証を受け取る。これには、科目ごとの成

績とコア要件で取得した成績が適宜記載される。

第 15 条：成績照会

15.1	 志願者の評価用成果物は、成績照会サービスの一環として、再採点、学校へ返却

（電子形式または複写コピーで）、または再モデレーション（内部評価の場合）を

することができ、その詳細と費用は関連するハンドブックで規定される。この

サービスのカテゴリーと条件は変更されることがあるため、当該試験セッション
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のハンドブックに従う。成績照会はすべて、志願者を代理して学校が提出しなけ

ればならない。

15.2	 評価用成果物を再採点した結果、当該科目の成績が上下することがある。このた

め学校は、成績変更を招く可能性のある成績照会サービスを要請する前に、志願

者または法的保護者から成績が上下する可能性を認識したことについて、書面に

よる同意を得なければならない。

15.3	 再採点や再モデレーションをした後の成績を導いたプロセスが、本資料やハンド

ブックで定義された手順に従っていなかったと学校のＤＰコーディネーターが

判断する場合は、志願者を代理してコーディネーターが、その再採点に関する報

告書を要請できる。学校は、報告書を要請する前に、志願者または法的保護者か

ら同意を得なければならない。

15.4	 コーディネーターが、成績照会サービス以外に、成果物の再採点を要請したり、内

部評価の採点のさらなるモデレーションを要請したりすることはできない。ただ

し、志願者は、第 22 条の条件に従って不服申し立てを提出する権利を保有する。

第 16 条：ＩＢ ＤＰ資格授与委員会

16.1	 ＩＢ	ＤＰ資格授与委員会とは、成績付与の手順を経て決定された成績に基づい

て、ＩＢディプロマとＤＰコース修了証を正式に授与する組織である。

16.2	 資格授与委員会は、ＩＢ理事会、試験委員会、ＩＢの上級評価スタッフの代表者

で構成され、その委員長は、試験委員会の委員長が務める。試験委員会は、ＩＢ

理事会によって設立され、ＩＢの上級試験官で構成されている。試験委員会の主

なねらいは、ＤＰの学問的水準を保護し、向上させることである。

16.3	 資格授与委員会は、学問的不正行為の疑いがあるケースについての決定を小委員

会に委任することがあるが、ＩＢディプロマとＤＰコース修了証の授与に関する

すべての特別なケース（セクション IV の定義による）で最終決定を下す権限は、

資格授与委員会が保有する。

IV. 特別なケース

第 17 条：評価の際に配慮を必要とする志願者

17.1	 学習支援の必要性とは、志願者がスキルや知識を十分に発揮するうえで不利な立

場に立たされたり、それを妨げられたりする可能性のある状況、もしくは法律で

規定される他の状況に関する恒常的または一時的な必要性を指す。

17.2	 ＩＢ機構は、学習支援を必要とする生徒の指導について、最低限のガイダンスを

示すことができる。しかし、学校に登録した志願者の個別のニーズを特定しそれ

に対応するのは、学校の責任である。
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17.3	 学習支援の必要性とは、多くの場合、評価の際に配慮を必要とすることを指す。

ＩＢ機構は、評価の際に配慮を必要とする志願者のために受験上の配慮を承認す

ることができる。

17.4	 志願者が受験上の配慮を必要とする場合は、ＤＰコーディネーターがそれを取り

計らい、必要に応じてハンドブックの手順に従い受験上の配慮に対する承認を

ＩＢ機構に要請しなければならない。

17.5	 学校、志願者、法的保護者のいずれかが、ＩＢ機構の承認した受験上の配慮が当

該志願者にとって適切でないと考える場合は、ＤＰコーディネーターが、志願者

のニーズの再評価を要請し、承認された受験上の配慮が適切かどうかの決定を仰

ぐことができる。１回目の再評価は、その配慮を承認したＩＢ機構のスタッフが

担当する。１回目の再評価の結果に学校が同意しない場合は、２回目の再評価が

行われ、これにあたっては、適切な資格をもつ複数の者、および最初の決定にか

かわらなかったＩＢ機構の職員１人、さらにＩＢ機構の職員でない者１人が共同

で決定を下す。２回目の再評価を超えてさらなる再評価が行われることはない。

ＤＰコーディネーターは、受験上の配慮の承認を最初に受け取った日、または１

回目の再評価の決定を受け取った日から１カ月以内に、再評価の要請をＩＢ機構

に提出し、かつ受理されなければならない。

17.6	 志願者が受験上の配慮を認められた（かつ学校によって適切に実行さたた）場

合、その配慮を行った後の評価結果が志願者の望むレベルや予期したレベルに達

しなかったとしても、特別な事情により影響を受けたとして請求する権利はなく

なる。受験上の配慮の承認は、学習支援を必要とする生徒に対してＩＢ機構が行

う唯一の取り計らいである。

第 18 条：特別な事情により影響を受けた志願者

18.1	 特別な事情とは、志願者の力の及ぶ範囲を超える状況で、かつ志願者の評価結果

に差し障る可能性のある状況と定義される。具体的には、重度のストレス、きわ

めて困難な家庭環境、死別、志願者の健康や安全を脅かしかねない出来事などが

含まれる。同じ状況が同じ学校内の複数の志願者や全員に影響することもある。

以下のような状況は、特別な事情とは見なされない。

a.	 志願者が登録されている学校側の落ち度。例えば、志願者の登録に関する学

校の過失や怠慢、受験上の配慮や特別な事情の検討を求める要請、承認され

た受験上の配慮の実施、または第 18.2 条に定める延長要請の遅れなどが含

まれる。

b.	 承認された受験上の配慮を受けたにもかかわらず、志願者の成績が向上しな

かったこと。

18.2	 時期の早い評価要素（例えば、「課題論文」、「知の理論」の論文、内部評価の採点

とサンプル成果物など）の提出に先立って志願者が特別な事情により影響を受け
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た場合、学校が必要な書類（ハンドブックに記載）をＩＢ機構に提出すれば、提

出期限の延長が承認されることがある。延長はＩＢ機構から正式に承認されなけ

ればならず、また延長以外の取り計らいは提供されない。

18.3	 特別な事情により影響を受けた場合に、特別の考慮を求める申請はすべて、志願

者を代理して学校のＤＰコーディネーターがＩＢ機構に提出しなければならな

い。その申請は、当該科目の最終評価が完了した日から 10 日以内に受領され、ま

たＤＰコーディネーターの執筆した供述と適切な証拠を伴っていなければなら

ない。

18.4	 志願者の評価結果が特別な事情により影響を受けたとＩＢ機構が認めた場合は、

ＩＢ機構の独自の裁量においてそのケースに特別な考慮をすることがあるが、た

だしこれは、他の志願者と比べて有利にならないことが条件となる。その志願者

の状況が「不利」であり特別な取り計らいに値すると見なされれば、影響を受け

た科目やＩＢディプロマの要件の合計点が調整される。志願者の評点が、次に高

い成績を受けるための基準を１点か２点だけ下回っていれば、影響を受けた科目

（影響を受けた科目に限られる）の成績が上げられる。「知の理論」と「課題論

文」については、次に高い成績を受けるための基準を１点だけ下回っている場合

のみ、成績が調整される。特別な事情により影響を受けた志願者に対して可能な

考慮は、この調整だけである。志願者の評点が必要とされるレベルになければ、

成績は調整されない。

第 19 条：評価が完了していない志願者

19.1	 「評価が完了していない」とは、科目の評価要件のいずれかの要素を志願者が提

出していないことを意味する。

19.2	 評価が完了していないケースの考慮を求める申請はすべて、志願者を代理して学

校のＤＰコーディネーターがＩＢ機構に提出しなければならない。その申請は、

当該科目の最終評価が完了した日から 10 日以内に受領され、またＤＰコーディ

ネーターの執筆した供述と適切な証拠を伴っていなければならない。

19.3	 科目の評価が完了していないケースで、以下の条件が両方とも満たされる場合

は、ＩＢ機構が独自の裁量により当該科目の成績を付与することがある。

a.	 病気、怪我、近親者の死亡や、病院や裁判所へ赴く必要など、志願者の力の

及ぶ範囲を超える合理的な理由が学校から提出された。

b.	 志願者が外部評価の評価要素を含む十分な成果物を当該科目で提出してお

り、その科目で満点とされる評点の 50％以上に達している。

19.4	 上記の条件が両方とも満たされた場合、完了していない評価要素の評点は、完了

している評価要素でその志願者が取得した評点に基づき、またその科目を履修し

た他の志願者の評点の分布に従って、確立された手順で計算される。完了してい

ない試験が複数ある場合は、当該科目の成績を付与するかどうかは資格授与委員
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会が決定する。完了していない評価要素の統計的手法や「考慮」（第 18.4 条に説

明）による評点の決定は、評価中の同じ科目やレベルには適用されない。

19.5	 ５月または 11 月の筆記試験中に学校が強制閉鎖されたなどの理由の結果、学校

内の複数の志願者や全員が評価を完了しないこともある。複数の志願者が影響を

受けた場合は、資格授与委員会がすべての志願者に対して同じ配慮を施す。

第 20 条：学問的不正行為が疑われる志願者

ＩＢ機構は、１つまたは複数の評価要素において志願者本人や他の志願者に公正さを欠

いた利益をもたらす、またはもたらし得る行為を学問的不正行為と定義している。また、

他の志願者に不利益をもたらし得る行為も学問的不正行為と見なされる。学問的不正行為

は本資料の規則違反であり、これには以下のような行為が含まれる。

a.	 剽窃	―	故意であるかどうにかかわらず、適切、明確、かつ明示的な認知を

せずに他人の考え、言葉、成果物を自分のものとして提示することと定義さ

れる。

b.	 共謀	―	自分の成果物の他人による引き写しや提出を許すなど、他の志願者

の学問的不正行為を支援することと定義される。

c.	 重複使用	―	異なる評価要素やＤＰのコア要件に対して同一の成果物を提

出することと定義される。

d.	 ＩＢ試験中の違反行為（例えば、許可されていないものを試験に持ち込むこ

と、試験妨害や他の志願者の邪魔などの行為、他の志願者とコミュニケー

ションをとることなど）

e.	 志願者に公正さを欠いた利益をもたらす行為、および他の志願者の結果に影

響する可能性がある他のすべての行為（例えば、「ＣＡＳ」の記録を偽造す

ること、筆記試験から 24 時間以内に何らかの形式の通信や媒体を介して試

験問題の内容について情報を開示したり情報を受け取ったりすることなど）

第 21 条：学問的不正行為が疑われるケースの調査

21.1	 志願者の成果物を評価のために提出する前に「本当に生徒自身が取り組んだもの

かどうか」について疑問が生じた場合は、学校がその状況を解決しなければなら

ない。成果物を評価のためにＩＢ機構に提出した後に学問的不正行為（剽窃や共

謀など）の可能性が特定された場合は、学校のＤＰコーディネーターができるだ

け早くＩＢ機構に通知しなければならない。内部評価する成果物の場合の「提出」

とは、教師による採点のＩＢ機構への提出期日を意味する。筆記試験の答案以外

で外部評価する成果物の場合の「提出」とは、志願者が自分自身で取り組んだこ

とを確認する宣誓文に署名することを意味する。
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21.2	 学校、試験官、またはＩＢ機構が志願者による学問的不正行為の疑いを立証した

場合、学校は、調査を実施して、そのケースについての供述と関連する記録を

ＩＢ機構に提出しなければならない。学校が学問的不正行為の可能性に関する調

査を支援しなかった場合、その志願者には当該科目の成績が付与されなくなる。

21.3	 ＩＢ機構が学校に対し、志願者の学問的不正行為が疑われており、ＩＢ機構が調

査を開始する意向であることを通知した場合は、学校の校長の裁量により、志願

者に当該試験セッションまたは当該科目の履修停止を申し渡すことができる。た

だし、ＩＢ機構の裁量により、学問的不正行為の疑いに関する調査はなおも実施

され、学問的不正行為を確定するか否かの決定が下されることがある。志願者が

科目を履修停止となった場合、当該科目の評点を将来の試験セッションの成績付

与に使用することはできない。

21.4	 学問的不正行為の疑いがかけられた志願者には、その疑いについての書面供述を

提出できる機会を、学校のＤＰコーディネーターが与えなければならない。志願

者が供述の提出を拒否した場合も、志願者が規則に違反したかどうかを見極める

調査と決定は続行する。

21.5	 学問的不正行為が疑われるケースの大半は、資格授与委員会の小委員会に委任さ

れる。この小委員会は通常、ＩＢ機構のスタッフ、学校の代表者、および主任試

験官か副主任試験官で構成されるが、その構成員のうち１人または複数が、資格

授与委員会の承認を得ることを条件として、ケースについての決定を下すことが

できる。小委員会の委員長は、資格授与委員会の委員長または副委員長、もしく

は副委員長の指名した主任試験官が務める。

21.6	 小委員会は、資格授与委員会の代理として、かつ資格授与委員会の監督を受けな

がら、決定を下す。小委員会は、調査で収集された供述と証拠をすべて確認した

うえで、学問的不正行為の疑いを否定するか、確定するか、またはさらなる調査

を行うかを決定する。小委員会が決定を下せない場合は、そのケースは資格授与

委員会に申し送られる。

21.7	 学問的不正行為の事実が確定したと小委員会が決定した場合、当該科目に処分が

科される。その処分は、小委員会の判断により、不正行為の深刻さに比例する。

学問的不正行為の事実が資格授与委員会によって非常に重大とされた場合は、資

格授与委員会が、当該科目における志願者の成績を付与しないと決定し、またそ

の志願者の将来の試験セッションへの登録を禁止することがある。

21.8	 ＩＢディプロマに使用する科目で成績が付与されなかった場合、その志願者には

ＩＢディプロマは授与されない。学問的不正行為が行われなかった他の科目に

は、ＤＰコース修了証が付与される。重大な不正行為や度重なる不正行為があっ

たのでないかぎり、志願者は、将来の試験セッションに登録することが許可され、

登録期日に間に合うのであれば、６カ月後の試験セッションに登録することもで

きる。ＩＢディプロマ志願者が、ＩＢディプロマを取得するための３回目の試験
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セッションで学問的不正行為を確定された場合は、さらなるＩＢ試験セッション

は許可されない。

21.9	 以前のセッションで規則違反を確定された志願者が再び規則違反とされた場合

は、通常、さらなる試験セッションには参加できなくなる。

21.10	 候補者の成績が発表された後も、実質的な証拠が存在するのであれば、ＩＢ機構

は、学問的不正行為に関する調査を実施することができる。その結果として資格

授与委員会かその小委員会が学問的不正行為を確定させた場合は、その志願者の

当該科目の成績が取り消され、結果的にＩＢディプロマも取り消される可能性が

ある。

V. 不服申し立て

第 22 条：不服申し立てが許されるケース

22.1	 ＩＢ機構は、試験セッション中の決定に関する以下の４つの領域について、不服

申し立てを受けつける。

a.	 成績	―	志願者の成績が不正確だと学校が信じる理由があり、しかるべき成

績照会の手順がすべて完了している場合。

b.	 学問的不正行為を確定した決定に対して。ただし処分の重さに対するもので

はない。

c.	 特別な考慮についての決定	―	特別な事情の訴えの結果として、志願者に特

別な考慮を認めないとした決定に対して。

d.	 １人または複数の志願者の成績に影響する状況で、前記の規定では言及され

ていない運営上の決定に対して。

22.2	 不服申し立てのプロセスは２段階に分けられ、各段階で志願者か法的保護者が費

用を支払わなければならない。不服申し立ての各段階に適用される費用は、その

段階で不服申し立てが認められた場合には返金される。

22.3	 不服申し立ての第１段階は、その志願者を当該試験セッションに登録した学校の

校長かＤＰコーディネーターによってのみ要請できる。不服申し立てのプロセス

の期間中、その志願者は上訴人と呼ばれる。不服申し立ての第２段階は、第１段

階の結果に満足できなかった場合に、校長やＤＰコーディネーターが要請できる

だけでなく、志願者や法的保護者が直接要請することもできる。どちらの段階で

も、要請に際しては、ＩＢアンサーで提供されているＩＢ機構のフォームを記入

して提出しなければならない。

22.4	 ハンドブックに記載された期日や手順に学校が従わなかった場合、不服申し立て

の要請は認められない。

22.5	 不服申し立ては、志願者の成果物の再採点、再モデレーション、評価やモデレー

ションについての報告を求めるものではない。志願者の成績に対する不服申し立
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ては、成績を導くための標準的な手順がＩＢ機構によって正しく実施されなかっ

たことを証明する新しい証拠を学校が提示した場合にのみ考慮される。

22.6	 不服申し立ての第１段階と第２段階のプロセスでは、志願者、ＩＢ機構ともに、

法的代理人の使用は許可されない。

第 23 条：不服申し立ての第１段階

23.1	 不服申し立ての第１段階とは、最初の決定にかかわらなかったＩＢ機構の上級評

価担当者がケースを再検討することを意味する。この再検討に際しては、志願者

を代理して学校が提出した書面の情報を考慮し、決定が下された際や成績が付与

された際に手順が正しく適用されたかどうかを判断する。この再検討が完了した

後、不服申し立ての第１段階が却下された（否認された）か支持された（認めら

れた）かが、理由の概要とともに校長に通知される。

23.2	 不服申し立ての第１段階が受けつけられるには、要請にあたって以下の条件をす

べて満たさなければならない。

a.	 要請を校長が支持している。

b.	 志願者を代理して校長（またはＤＰコーディネーター）が要請を提出した。

c.	 成績発表日や決定日から２カ月以内にＩＢ機構が要請を受理した。

d.	 不服申し立ての根拠と、発見された新事実がある場合はその説明が、要請に

完全に記載されている。

e.	 本資料の規則とハンドブックの手順がＩＢ機構によってどのように正しく適

用されなかった可能性があるのかについての説明が、要請に記載されている。

23.3	 上級担当者は、不服申し立ての第１段階を受けつけた場合、有用と見なす情報や

証拠を校長に要請することがある。不服申し立ての第１段階のプロセスに志願者

やその代理人が介入することは認められない。原則として上級幹部は、不服申し

立ての要請をＩＢ機構が受領した日から１カ月以内に決定を下す。

第 24 条：学問的不正行為の決定に対する不服申し立ての第１段階

24.1	 不服申し立ては、志願者が規則に違反したと判断され、かつ新しい証拠がＩＢ機

構に示された場合にのみ受けつけられる。また、学問的不正行為を確定した決定

に関してのみ受けつけられ、処分の重さについては受けつけられない。不服申

し立ての要請フォームで、新しい証拠を詳細に説明しなければならない。この

フォームは、ＩＢアンサーから入手でき、ＩＢアンサーに提出する必要がある。

24.2	 要請を受領した後、ＩＢ機構の上級担当者と資格授与委員会の委員長（または副

委員長）が、要請フォームと付随書類の情報だけを使用して、不服申し立てに十

分な根拠があるかどうかを判断する。不服申し立ての第１段階が受けつけられな

かった場合は、それ以降の訴えはできない。
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24.3	 不服申し立ての第１段階が必要と判断されると、そのケースは、資格授与委員会

の小委員会で審議される。最初の決定にかかわった者が、不服申し立ての第１段

階に十分な根拠があるかどうかの判断や小委員会の審議に関与することはない。

24.4	 不服申し立ての第１段階のプロセスに志願者やその代理人が介入することは認

められない。原則として小委員会は、不服申し立ての要請をＩＢ機構が受領した

日から１カ月以内に決定を下す。

第 25 条：学問的不正行為の決定に対する不服申し立ての第２段階

25.1	 不服申し立ての第２段階に先だって第１段階が完了していなければならない。学

問的不正行為の決定に対する不服申し立ての第２段階の手順は、要請に応じて

ＩＢアンサーが提供する別の資料に詳述されている。

25.2	 校長、志願者、または法的保護者が第１段階の結果に満足できなかった場合、不

服申し立ての第２段階へと進む要請をＩＢ機構に提出できる。第２段階は、校長

の支持を受けていなくてもよい。不服申し立ての第２段階に入る前に、志願者ま

たは法的保護者が費用を支払わなければならず、この費用は不服申し立てが認め

られた場合には返金される。

25.3	 不服申し立ての第２段階が受けつけられるには、第１段階の決定が校長に正式に

通知されてから１カ月以内に、ＩＢ機構が要請を受領しなければならない。

25.4	 第２段階のプロセスでは、志願者が正式に審査パネルの聴聞会に出席することが

認められる。志願者とその代理人に聴聞会の日時が通知され、希望すれば出席で

きるが、出席がなくても聴聞会の手続きは進められる。

25.5	 不服申し立ての第２段階では、以下の３人が審査パネルの委員を務める。

・	ＩＢ機構とは独立した立場にある者

・	試験委員会の委員長または副委員長

・	当該試験セッションの資格授与委員会とその小委員会のいずれにも参加して

おらず、かつ当該試験セッション中にその志願者に関する以前のいかなる決定

にも関与しなかった主任試験官

	 試験委員会の委員長または副委員長がそのケースについて予備知識をもってい

たとしても、審査パネルの委員になることはできる。

25.6	 独立した立場の委員は、過去５年以内にＤＰコーディネーター、教師、試験官、

およびＩＢ機構の職員ではなかった者のなかからＩＢ機構によって指名される。

その委員が不服申し立ての審査パネルの委員長を務め、その任期は最高３年を超

えない。

25.7	 不服申し立ての審査パネルは、３委員の多数決により第２段階の決定を下す。審

査パネルは、不服申し立ての対象となっている以前の決定を導いた手順や規則が

順守されなかったと信じる場合、その以前の決定を支持または却下することがで

きる。不服申し立ての審査パネルは、他の形式の決定を下すことはできない。
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25.8	 不服申し立ての第２段階の審査パネルが下した決定は、原則として聴聞会から

10 就業日以内に、志願者または法的保護者に書面で通知される。校長には決定の

コピーが送られる。

25.9	 不服申し立ての第２段階の審査パネルによる決定はすべて最終決定であり、ＩＢ

機構は、さらなる審査や他の解決法の要請を受けつけない。

第 26 条：準拠法

本資料に定める一般規則、およびＩＢディプロマの評価要件に関する他のすべての手順

は、スイスの法律によって統制され解釈される。これに際しては、他の地域や国に実在す

る法律の適用を義務づけたり許可したりする法律や類似の条項との不一致は考慮されない。

第 27 条：調停

解釈、妥当性、不履行、解約などをはじめ、本資料に定める一般規則から発生する、ま

たはこれらの一般規則に関連して発生する紛争、論争、請求は、ジュネーブ商工会議所の

国際仲裁に関するスイス規定（以降、「規定」と称する）に従って最終的に解決され、規定

に則って調停通知が提出された日に発効する。仲裁人は１人、仲裁地はジュネーブとし、

調停手続きは英語で行われる。当事者は、調停手続きに際して、許可される範囲内で情報

技術システムと電子コミュニケーションを使用することに同意する。

第 28 条：発効日と一時的規則

本資料の本バージョンは、５月セッションの学校では 2014 年９月１日に発効し、2015

年５月以降のセッションに登録するすべての志願者に適用される。11月セッションの学校

では 2015 年１月１日に発効し、2015 年 11 月以降のセッションに登録するすべての志願者

に適用される。ＩＢ機構は、本資料に定める一般規則を時おり変更することがある。変更

されたバージョンは、そのバージョンの発効日以降にＤＰを開始するすべての志願者に適

用される。
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